
 

国際希少野生動植物種流通管理対策費      ８９百万円（７百万円） 

 

自然環境局野生生物課 

 

１．事業の必要性・概要 

国際取引により影響を受ける絶滅危惧種は、「絶滅のおそれのある野生

動植物の種の国際取引に関する条約（ワシントン条約）」によって、輸出

入の規制等が行われており、環境省は規制対象となる陸生動物の科学的知

見の集積等を担う科学当局となっている。 

また、ワシントン条約によって国際取引が規制される種のうち、最も絶

滅のおそれが大きい附属書 I 掲載種については、「絶滅のおそれのある野

生動植物の種の保存に関する法律（種の保存法）」に基づく「国際希少野

生動植物種」として、国内の流通（譲渡し等）も規制されている。 

種の保存法は平成 25 年６月に改正され、条約上、附属書Ⅰ掲載種であっ

ても商業目的の取引が可能となる個体等の登録制度において、新たに住所

変更等の届出が義務づけられる等の規制の強化がなされた。このため、法

改正及び規制対象種の国民に対する十分な周知を行うとともに、同法が適

切に守られるためにも、登録機関において運用される届出システムの構築

等の体制整備が不可欠である。 

さらに、同改正法では、施行後３年を目途に登録制度の在り方をはじめ、

新法の規定について検討を行うこととされており、当該検討に関しては、

多くの附帯決議も付されているところである。多岐にわたる課題の対応に

向けて、平成 26 年度より必要な調査及び検討を開始する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

１．ワシントン条約関連業務 
     

     

２．国際希少野生動植物種違法

流通対策 

     

     

３．登録制度執行管理 
     

     

（うち届出電子システム構築） 
  

   
  

４．希少野生動植物種の保存制

度等の在り方検討 

   
  

   

 



 

３．施策の効果 

ワシントン条約の締約国としての責務を遂行し、種の保存法に基づき国際希

少野生動植物種の国内での流通を適切に管理することにより、国際的に絶滅の

おそれのある野生動植物の種の保存を図る。 

  種の保存法改正法施行後３年の制度検討に向けて、必要な調査及び検討を実

施する。 

 



国際希少野生動植物種流通管理対策費 

国外 国内 

国内取引 

ワシントン条約 種の保存法 

（H25改正） 管理当局 
経済産業省 
（財務省：税関） 

①陸生動物に関する科学的助言 
種の存続を脅かさないかの評価（NDF）、 
審査マニュアル作成等 

輸出入 

②監視、指導、 
 普及広報  

③登録制度執行   
 管理 
届出システム構築
（H26-27） 

④制度の点検 
  （H26-28） 
３年後の見直しに向け
た制度の在り方調査・
検討 

環境省所管 

科学当局：環境省 
審査 
マニュアル 
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要求額：８９百万円（７百万円） 支出先：民間企業等 


